
熊本県保育教諭確保のための 

幼稚園教諭免許状取得支援事業費補助金交付要項 
 

（趣旨） 

第１条 知事は、子ども・子育て支援新制度における新たな幼保連携型認定こども園の保

育教諭を確保し、子ども・子育て支援新制度の円滑な実施を図るため、熊本県内に所在

する就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１

８年法律第７７号。以下「認定こども園法」という。）第２条第６項に定める認定こど

も園（以下「認定こども園」という。）及び認定こども園への移行を予定している施設

（熊本市に所在する施設を除く）（以下「県所管認定こども園等」という。）の設置者に

対し、当該施設が雇用している保育士資格を有しているが幼稚園教諭免許状を有しない

者が幼稚園教諭免許状を取得するために要した、幼稚園教諭を養成する大学やその他の

施設の受講料等、当該施設が雇用している保育士等が幼稚園教諭免許状を更新するため

に要した免許状更新講習の受講料等（以下「受講料等」という。）、及び当該施設が雇用

している幼稚園教諭免許状を有しているが保育士資格を有しない者が保育士資格を取得

するために、児童福祉法第１８条の６に基づき厚生労働大臣の指定する保育士を養成す

る学校その他の施設を受講する場合の幼稚園教諭の代替に伴う雇上費（以下「代替幼稚

園教諭雇上費」という。）の一部について、予算の範囲内において事業に要する経費の

一部を補助することとし、その交付については、熊本県補助金等交付規則（昭和５６年

熊本県規則第３４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要項に定める

ところによる。 

２ 知事は、前項と同じ趣旨に基づき、熊本県内の熊本市内に所在する認定こども園及び

認定こども園への移行を予定している施設（以下「熊本市所管幼保連携型認定こども園

等」とする。）の受講料等及び代替幼稚園教諭雇上費の一部を補助する熊本市に対し、

予算の範囲内において事業に要する経費の一部を補助することとし、その交付について

は、規則に定めるもののほか、この要項に定めるところによる。 
 

（補助対象経費及び補助金額） 

第２条 補助金の交付の対象経費及び補助基準額は次表のとおりとする。 

 対象経費 補助金額 

受講料等 別紙１に定める要件を満たす者の幼稚園教諭

免許状取得のための養成施設受講に要した入

学料・受講料（面接授業、教科書代及び教材

費を含む。）及び別紙２に定める要件を満た

す者の幼稚園教諭免許状更新のための免許状

更新講習に要した受講料及び教材費等。 

1 人につき対象経費から

寄附その他の収入を控除

した実支出額の２分の１

とし、100,000 円を上限

とする。 

代替幼稚

園教諭 

雇上費 

厚生労働省所管の保育対策支援事業費交付金

における「保育教諭確保のための保育士資格

取得支援事業」の対象となる幼稚園教諭の代

替として雇い上げた幼稚園教諭（以下「代替

幼稚園教諭」という。）の雇上費 

１日当たり 7,220 円 



（交付額の算定方法） 

第３条 第１条第１項については、第２条の表により算出された額の範囲内を交付額とす

る。ただし、算出された額に１，０００円未満の端数が生じた場合は切り捨てるものと

する。 

２ 第１条第２項については、第２条の表により算出された額に２分の１を乗じて得た額

の範囲内を交付額とする。ただし、算出された額に１，０００円未満の端数が生じた場

合は切り捨てるものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第４条 規則第３条第１項の申請書は、別記第１号様式によるものとする。 

２ 本事業を実施する県所管認定こども園等の設置者における規則第３条第２項の添付書

類は次の各号のとおりとする。 

 （１）  保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業実施計画書 

＜養成施設受講料等補助事業＞（別記第２号様式－１） 

（２）  保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業実施計画書 

＜更新講習受講料等補助事業＞（別記第２号様式－２） 

 （３）  保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業実施計画書 

＜代替幼稚園教諭雇上費補助事業＞（別記第３号様式－１） 

 （４）  補助金所要額内訳表（別記第４号様式－１） 

 （５）  収支予算書（別記第５号様式） 

 （６）  その他知事が必要と認める書類 

３ 本事業を実施する熊本市における規則第３条第２項の添付書類は次の各号のとおりと

する。 

 （１）  保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業実施計画書＜養成施設

受講料等補助事業＞（別記第２号様式－３） 

（２）  保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業実施計画書＜更新講習

受講料等補助事業＞（別記第２号様式－４） 

 （３）  保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業実施計画書＜代替幼稚

園教諭雇上費補助事業＞（別記第３号様式－２） 

 （４）  各施設から提出された事業計画書（写し） 

 （５）  補助金所要額内訳表（別記第４号様式－２） 

 （６）  収支予算書（別記第５号様式） 

 （７）  その他知事が必要と認める書類 

４ 第１項の申請書の提出期限は、知事が別に定めるものとし、その提出部数は、１部と

する。                        

 

  （補助金の交付の条件） 

第５条  補助金の交付の条件は、規則第５条第１項各号に掲げるもののほか、他の補助制

度等により、現に当該事業の経費の一部の負担を受け、又は補助を受けている場合は補

助の対象としないこととする。 



 

（交付決定の通知） 

第６条 規則第６条の規定による補助金の交付決定の通知は、補助金交付決定通知書（別

記第６号様式）により行うものとする。 

 

（申請の取下げの期間） 

第７条 規則第８条の規定により申請の取下げをすることのできる期間は、交付決定の通

知を受けた日から起算して１５日を経過した日までとする。 

 

（補助事業の内容等の変更） 

第８条 補助事業の内容の変更をしようとする場合は、事前に変更申請書（別記第７号様

式）を提出し、知事の承認を受けなければならない。ただし、事業目的を変えない軽微

な変更の場合はこの限りではない。 

２ 本事業を実施する県所管認定こども園等の設置者は、前項の申請書に次に掲げる書類

を添付するものとする。 

 （１）  保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援変更事業実施計画書 

＜養成施設受講料等補助事業＞（別記第２号様式－１） 

（２）  保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業変更実施計画書 

＜更新講習受講料等補助事業＞（別記第２号様式－２） 

 （３）  保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援変更事業実施計画書 

＜代替幼稚園教諭雇上費補助事業＞（別記第３号様式－１） 

 （４）  補助金所要額内訳表（別記第４号様式－１） 

 （５）  収支予算書（別記第５号様式） 

 （６）  その他知事が必要と認める書類 

３ 本事業を実施する指定都市は、１項の申請書に次に掲げる書類を添付するものとす

る。 

 （１）  保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援変更事業実施計画書 

＜養成施設受講料等補助事業＞（別記第２号様式－３） 

（２）  保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援変更事業実施計画書 

＜更新講習受講料等補助事業＞（別記第２号様式－４） 

 （３）  保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援変更事業実施計画書 

＜代替幼稚園教諭雇上費補助事業＞（別記第３号様式－２） 

 （４）  各施設から提出された事業計画書（写し） 

 （５）  補助金所要額内訳表（別記第４号様式－２） 

 （６）  収支予算書（別記第５号様式） 

 （７）  その他知事が必要と認める書類 

４ 規則第７条第３項において準用する規則第６条の規定による補助金変更決定通知は、

変更交付決定通知書（別記第８号様式）により行うものとする。 

 

 



（実績報告） 

第９条 規則第１３条の規定による実績報告書の様式は、別記第９号様式とし、これに次

に掲げる書類を添えて、当該年度の２月２８日までに提出するものとする。 

２ 本事業を実施する県所管幼保連携型認定こども園等の設置者における規則第１３条の

添付書類は次の各号のとおりとする。 

 （１）  保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業完了報告書＜養成施設

受講料等補助事業＞（別記第１０号様式－１） 

 （２）  保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業完了報告書＜更新講習

受講料等補助事業＞（別記第１０号様式－２） 

 （３）  保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業完了報告書＜代替幼稚

園教諭雇上費補助事業＞（別記第１１号様式－１） 

 （４）  補助金実績額内訳表（別記第４号様式－１） 

 （５）  収支決算書（別記第１２号様式） 

 （６）  その他知事が必要と認める書類 

３ 本事業を実施する指定都市における規則第１３条の添付書類は次の各号のとおりと

し、その様式は当該各号に定めるものとする。 

 （１）  保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業完了報告書＜養成施設

受講料等補助事業＞（別記第１０号様式－３） 

（２）  保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業完了報告書＜更新講習

受講料等補助事業＞（別記第１０号様式－４） 

 （３）  保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業完了報告書＜代替幼稚

園教諭雇上費補助事業＞（別記第１１号様式－２） 

 （４）  各施設から提出された完了報告書（写し） 

 （５）  補助金実績額内訳表（別記第４号様式－２） 

 （６）  収支決算書（別記第１２号様式） 

 （７）  その他知事が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定の通知） 

第１０条 規則第１４条の規定による補助金の額の確定通知は、補助金交付確定通知書

（別記第１３号様式）により行うものとする。 

 

（補助金の請求） 

第１１条 規則第１６条第１項の請求書は、別記第１４号様式によるものとする。 

 

（雑則） 

第１２条 この要項に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

附則 

この要項は、平成３０年１１月５日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 



附則 

  この要項は、令和元年（２０１９年）１２月２日から施行し、平成３１年（２０１９

年）４月１日から適用する。 

 

附則 

  この要項は、令和２年（２０２０年）９月１８日から施行し、令和２年（２０２０年）

４月１日から適用する。 

 

附則 

  この要項は、令和３年（２０２１年）３月３１日から施行し、令和３年（２０２１年）

４月１日から適用する。 

 

附則 

  この要項は、令和４年（２０２２年）９月３０日から施行し、令和４年（２０２２年）

４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙１） 

保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業費補助金 

養成施設受講料補助事業の補助対象経費について 

 

 以下に定める要件を全て満たす者の養成施設受講に要した養成施設受講料等を補助対象

経費とする。 

（１） 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成

１８年法律第７７号。以下「認定こども園法」という。）第２条第６項に規定する認

定こども園あるいは認定こども園への移行を予定している施設に勤務している者で

あること。 

（２） 保育士資格を有し、保育士登録をされている者であって、幼稚園免許状を有しな

い者であること。 

（３） 子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する

法律（平成２４年法律第６７号。以下「認定こども園法等関係整備法」という。）に

より改正された教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）附則第１９項に基づ

く幼稚園教諭免許状授与の所要資格の特例制度（以下「特例制度」という）の対象

要件を満たす者であること。 

（４） 当該年度の４月１日から２月２８日までの間に、養成施設において幼稚園免許状

の授与に必要な科目の受講を開始して必要科目を全て修得し、科目の修得後、上記

の教育職員免許法附則第１９項により幼稚園教諭免許状を取得して、対象施設への

勤務が決定し、その後１年以上勤務する見込みの者であること。 

なお、次の①～③のいずれか早い日を受講開始の日とする。 

①養成施設に入学した日 

②養成施設からの受講許可を得て科目の受講等を開始した日 

③養成施設に受講を申し込んだ日（受講申込み時点で入学料等を養成施設に支払う

場合） 

ただし、熊本市の対象施設で昨年度中に養成施設の受講を開始し、昨年度中に熊

本市へ事業計画を提出している者については、当該年度に限り対象に含める。 

（５） 雇用保険制度の教育訓練給付等、養成施設受講料等補助事業と趣旨を同じくする

事業による給付等を受けていない者であること。 

（６） 受講料は、原則として勤務する施設が負担すること。 

 

 対象経費の算定にあたっては、次の事項に留意すること。 

（１） 対象経費は、養成施設に対して支払われ、領収書又は受講料等を支払ったことが

確認できる書類（以下「領収書等」という。）が発行される次の経費とする。 

ア 入学料又は登録料（受講の開始に際し、養成施設に納付するもの） 

イ 受講料（授業料、教科書代及び教材費（受講に必要なソフトウェア等補助教材

費含む。）） 

ウ アとイの消費税 



（２） 対象経費とならないものは次の経費とする。 

ア その他の検定試験の受講料 

イ 受講にあたって必ずしも必要とされない補助教材費 

ウ 補講費 

エ 養成施設が定める修業年限を超えて就学した場合に必要となる費用 

オ 養成施設が実施する各種行事参加に係る費用 

カ 学債等将来受講者に対して現金還付が予定されている費用 

キ 受講のための交通費及びパソコン、ワープロ等の機材等の購入費等 

ク （１）に掲げる経費の支払いに係る手数料等 

（３） 算定した支給額に端数が生じた場合、小数点以下を切り捨てて整数とする。 

（４） 支給申請時点において養成施設に対して未納となっている入学料又は受講料は

対象としない。 

（５） 領収書等には、次の事項が記載されていなければならない。 

  ア 養成施設の名称 

  イ 支払者名 

  ウ 領収額又は支払額 

  エ 領収額又は支払額の内訳（入学料と受講料のそれぞれの額） 

  オ 領収日又は支払日 

（６） 県へ実績報告をする際は、領収書等の写しを提出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙２） 

保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業費補助金 

更新講習受講料補助事業の補助対象経費について 

 

 以下に定める要件を全て満たす者の更新講習受講に要した更新講習受講料等を補助対象

経費とする。 

（１） 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成

１８年法律第７７号。以下「認定こども園法」という。）第２条第６項に規定する認

定こども園あるいは認定こども園への移行を予定している施設に勤務している者で

（ⅰ）、（ⅱ）のいずれかを満たす者であること。 

   （ⅰ）幼保連携型認定こども園に勤務している者で以下に該当する者 

     ・保育教諭であって幼稚園教諭免許状（休眠状態を含む。この項において同じ）

及び保育士資格を有している者 

     ・保育教諭であって幼稚園教諭免許状を有し、保育士資格の取得を予定してい

る者 

     ・保育教諭以外の者で幼稚園教諭免許状を有し更新講習を受講する資格を有し

ている者 

   （ⅱ）幼保連携型認定型認定こども園以外の対象施設に保育士として勤務している

者 

（２） 当該年度の４月１日から２月２８日までの間に、更新講習を実施する施設（以下

「更新講習施設」という。）において幼稚園教諭免許状更新に必要な科目の受講を開

始して必要科目を全て修得し、科目の修得後、幼稚園教諭免許状を更新して、対象

施設への勤務が決定し、その後１年以上勤務する見込みの者であること。 

なお、次の①～②のいずれか早い日を受講開始の日とする。 

①更新講習の受講等を開始した日 

②受講申込み時点で受講料等を更新講習施設に支払う場合には受講申込日 

ただし、熊本市内の対象施設で昨年度中に更新講習施設の受講を開始し、昨年度 

中に熊本市へ事業計画を提出している者については、当該年度に限り対象に含め

る。 

また、幼稚園教諭免許状の更新については、「教育公務員特例法及び教育職員免 

許法の一部を改正する法律」が施行され、令和４年７月１日時点で有効な教員免許

状には有効期限のない免許状となったことに伴い、（ⅰ）、（ⅱ）のいずれかに該当

する場合は、本実施要領においては幼稚園教諭免許状の更新がなされたものとみな

す。 

（ⅰ）有効期限の満了の日が令和４年６月３０日以前の幼稚園教諭免許状につい

て、再授与申請手続きを行い、交付金の交付年度内に幼稚園教諭免許状が授与さ

れた場合 

（ⅱ）有効期限の満了の日が令和４年７月１日以降の幼稚園教諭免許状につい

て、令和４年６月３０日までに更新ができなかった場合 

（３） 受講料は、原則として勤務する施設が負担すること。 

 対象経費の算定にあたっては、次の事項に留意すること。 

（１） 対象経費は、更新講習施設に対して支払う受講料（授業料、教科書代及び教材費



（受講に必要なソフトウェア等補助教材費含む。））及び上記経費の消費税とする。 

（２） 対象経費とならないものは次の経費とする。 

ア その他の検定試験の受講料 

イ 受講にあたって必ずしも必要とされない補助教材費 

ウ 補講費 

エ 将来受講者に対して現金還付が予定されている費用 

オ 受講のための交通費及びパソコン、ワープロ等の機材等の購入費等 

カ （１）に掲げる経費の支払いに係る手数料等 

（３） 算定した支給額に端数が生じた場合、小数点以下を切り捨てて整数とする。 

（４） 支給申請時点で更新講習施設に対して未納となっている受講料は対象とならな

いこと。 

（５） 領収書又は受講料等を支払ったことが確認できる書類（以下「領収書等」とい

う。）には、次の事項が記載されていなければならない。 

  ア 更新講習施設の名称 

  イ 支払者名 

  ウ 領収額又は支払額 

  エ 領収額又は支払額の内訳（入学料と受講料のそれぞれの額） 

  オ 領収日又は支払日 

（６） 県へ実績報告をする際は、領収書等の写しを提出すること。 

 


